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Over the past decade, facing severe business environment changes, especially the impact of fierce competition in China and other 

emerging countries, the continued challenge manufactures innovative Taiwanese companies are gradually attracting attention. Recent 

innovation theory is constantly emphasized the importance of research and development, joint development, co-production  and joint 

marketing with external organizations through collaboration.  Concrete presentation is modularization in design or production. 

Furthermore, it is also emphasized the inter-organizational relationship and open innovation by cooperation with suppliers, competitors, 

customers, and external research institutes. Based on these two dimensions, this paper explore two innovative patterns through the case 

studies of Taiwanese bicycle A-Team and Panasonic notebook computers production in Taiwan.  Firstly, it will co-create new products, 

new processes and new markets with affiliating companies overall supply chain-related organizations including of a competitor and 

module production companies. Secondly, it will cooperate with component, part and modular suppliers to develop new products through 

module design, production and to create high customer value. Such development patterns, based on Taiwanese companies’  customer 

value creation, is considered as a co-creation model, a new concept of manufacturing innovation. 
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１．はじめに 

長きにわたった日本経済の不況やデフレの影響

を受け、過去におけるジャパナイゼーションや日

本企業システムへの研究ブームは遠くへと去って

いる。こうした雰囲気の中、経営の日本的な特徴

の全てがいずれ消え去るという悲観的な見方もあ

った(注 1)。本当に日本の経営学や工業経営はグ

ローバルスタンダードとは異なる文脈に置かれ、

置き換わられてしまうのだろうか。  

台湾でも 1990 年代までは日本的経営のブーム

があった。最近、台湾の学界においては日本企業

に関する研究はあまり見られなくなり、各業界で

熱心に取り組んでいるトヨタ生産方式に関しても、

アメリカのリーンシステムの文脈で理解し、もと

の意味を把握することは少ない。1990 年代から

は台湾のクラスターや企業組織に関する台湾的企

業システムの研究（注 2）も盛んになったが、20

00 年以後の台湾経済の不況、そして学界の業績

評価におけるＳＳＣＩとＳＣＩへの一極集中（劉、

2010）に影響され、こうした研究を継続するこ

とが極めて難しくなっていると思われる。  

その一方、2012 年の春頃からは中国における

労働事情の著しい異変が起こり、オフショアリン

グからリショアリングへと、生産の海外移転から

投資国の元へ回帰する動きが目立つ。米国企業の

国内回帰にはアップルが新「Mac Pro」の生産を

テキサス州の企業へ切り替えたことやゼネラル・

エレクトリックのケンタッキー州ルイビル工場の

再稼動が挙げられる。日本企業の国内回帰にはダ

イキン工業、キヤノンやアイリスオーヤマらが知

られ、台湾でも同じ傾向が見られている。そこで

の顧客価値の重視は非常に似ているが、生産シス
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テムにおける企業内と企業間のあり方は社会的、

組織的な文脈に支えられていることは明らかであ

る。(劉・陳、2014） 

特にこの十数年、中国などの新興国との激しい

競争に臨んでいるにも関わらず、モノづくりの革

新に挑戦しつつある台湾企業が頭角を現しており、

台湾においてモノづくり革新が形成されているよ

うに見られる。日本では失われた 20 年とまで言

われているが、主要国の賃金の格差が縮んでいる

こともあり、今後の局面は変わってくる可能性が

見えてきている。われわれは景気による一喜一憂

や為替の影響による一時的な変化を超えるべきだ

と主張し、進行中のモノづくり革新をより本質的

に分析して行きたいと思っている。  

本稿は台湾におけるモノづくり革新のフロンテ

ィアと思われる事例を 20 年間継続的に見てきた

ことから、台湾型モノづくり革新の発展方向を分

析し、その意味について論ずるものである。本稿

の構成は以下の通りである。まずは台湾にけるモ

ノづくり革新に関する既存研究の問題点を検討し、

分析のための枠組としてモノづくり革新のフレー

ムワークを概要的にまとめる。次に、台湾自転車

A-Team とパナソニックＰＣ事業部の台湾拠点と

いう二つの代表的な事例を通してそのモノづくり

革新の特徴を分析する。最後に社会的、組織的文

脈から理論的な意味を検討し、インプリケーショ

ンを導くことにする。 

２．モノづくり革新における既存研究の

問題点とフレームワーク 

戦後の 70 年間，台湾産業は輸出加工基地ある

いはグローバルなアウトソーシング（ＯＥＭやＥ

ＭＳ）の担い手という位置付けで，世界の経済発

展の中で取って替わることができないような地位

を築いてきた。劉(2008)は 2000 年以降の台湾企

業のジレンマを次のように表している。つまり、

1980年代には中小企業の棲み分けと相互補完を中

心として、環境変化に合わせて迅速に調整できる

産業の集積および共生と協力のネットワークが構

築された（集積共生）。1990年代にはモジュール

化に伴って，こうした共生と協力のネットワーク

は地理的にも、規模においても拡張し、高成長を

達成して行った（モジュール共生）。さらに，

1990年代の後半，台湾系企業が先導することによ

り、「モジュール共生」を支える協力ネットワー

クは珠江デルタと長江デルタへの移転に成功して

おり、台湾企業の役割を中国にある台湾系企業が

取って代わるようになっている。 

このような 2000 年頃からの厳しい環境の試練

と強い危機感を受け、台湾では新たに形成してい

るモノづくり革新が少しずつ見られるようになっ

てきている。例えば、劉(2008)は台湾の自転車の

事例を初めて取り挙げ、製品開発においては，顧

客の要望に応ずる統合的なアプローチを採ること

によって、必ずしもモジュール化を犠牲にしなく

ても良いこと、組織間のインタラクションや学習

を含んでいる共創型協働は台湾型モノづくり革新

の大きな特徴だと指摘している。 

台湾におけるモノづくり革新に関する幾つもの

研究が蓄積され、これらの先行研究からは以下の

三つの特徴が見られる。 

第一に、出発点は危機感であり、顧客価値の創

出は存立の前提と見なすこと（劉、2008）。 

第二に、部品開発先行型であり、基本的には既

存の標準部品、モジュールおよびプラットフォー

ム・リーダーの役割をベースにすること（川

上,2012;奥野・瀧澤、2015）。 

第三に、協働による柔軟な顧客対応が基本であ

り、その結果、顧客価値を伴う共創型協働が生ま

れ、一種のネットワークによる組織間の親和性と

学習性が見られること（呉・劉、2008）。 

 以下では、まずモノづくりの研究分野で注目

されているアーキテクチャー論（ Fujimoto, 

2006）を批判的に検討し、組織間協働論における

オープン・イノベーションの意義を導く。そこか

らモノづくり革新のフレームワークを概要的にま

とめる。 

2.1 アーキテクチャー論の発展 

モノづくり革新を行なう実務を検討する際、ア

ーキテクチャー論は有効であり、非常に分かりや

すいものである。アーキテクチャーとは、システ

ムの構成要素間に相互作用がある場合、要素間の

分け方と組み合わせ方に関する基本的なデザイン

構想であり、製品・工程アーキテクチャー論とし

て二つの軸で形成している。一つは産業の特性と

してモジュラー型とインテグラル型に分けて考え

ており、もう一つは業界規格の標準化の度合いを

基準にしてオープンとクローズとに表される。 
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（Ulrich, 1995; 藤本ほか編、2001） 

また、アーキテクチャー論の延長線上に立って、

多くのモノづくりに関する理論や観点が生まれて

きている。たとえば、一つの製品の部品を作って

いるに過ぎない企業が、製品全体のアーキテクチ

ャーを支配することができるというプラットフォ

ーム・リーダー観点（Gawer & Cusumano,2002)、

多くの分野における後発国が先進国を全般的に追

い抜くというキャッチアップ・モデルの前倒し観

点（新宅・天野編、2009）などが挙げられる。 

こうしたアーキテクチャー論をめぐっては、少

なくとも二つの議論や展開が行われている。 

第一点は、アーキテクチャーは固定的ではなく、

製品・工程・組織・顧客との変化で相互に影響し

ながら動態的に発展していく可能性である（柴田、

2007;佐伯、2008）。柴田(2007)は革新的技術の

変化に伴いアーキテクチャーはインテグラルとオ

ープンモジュールの間をシフトし、モジュールか

らインテグラルへ逆シフトする可能性を指摘して

いる。その意味からすると、アーキテクチャーは

技術的イノベーションや外部資源の利用次第によ

って、相互に影響・学習しながら並行的・可逆的

に発展していくことである。 

第二点は、アーキテクチャー論は主に製品・工

程・生産・組織という内部に注目するあまり、外

部資源の利用による顧客価値創造の観点が十分議

論されていないと思われる。延岡（2011）はアー

キテクチャー論をベースにしながれも「価値作り」

という概念を取り入れ、インテグラル型製品にお

ける「意味的価値」による顧客価値創造論を展開

している。こうした流れは藤本・新宅（2015）に

も顧客製品と自社製品のアーキテクチャーの分類

による収益力とに結びつけるアーキテクチャー戦

略論を取り入れるようになっている。 

こうした議論点を踏まえて、本稿では、製品・

工程・生産という企業内部のアーキテクチャーの

みならず、直接、企業収益と結びつく顧客のアー

キテクチャーまでを含む「広義のモノづくりの設

計思想」としてアーキテクチャーを捉え、「イン

テグラル」と「モジュール」に分類する。当然な

がらこうした分類は分析上の目的であり、先述の

アーキテクチャーの相互影響による「インテグラ

ル」と「モジュール」間のシフト、逆シフトの可

能性も十分念頭において分析していくことにする。 

なお、組織間の相互作用、つまり擦り合わせと

いう一つの用語のみでは片付けられなくなるとい

う問題点が残されている。要するに擦り合わせの

質と頻度のみでなく、その目的と効果までを把握

しないと意味がないという現象はしばしば見受け

られる。したがって、本稿はアーキテクチャー論

のベースにモノづくりの組織間協働論の観点をも

加え、より複合的に取り組んで行く。 

2.2 組織間協働とイノベーション 

オープン・イノベーション論では、協働の提携

を探索型と深化型に分類し、探索型とは外部から

新しい知識を探索する活動で知識の幅を広げるこ

とであり、深化型は既存提携の資源を利用して改

良する活動で知識の深さを深化させることである

（Rothaermel & Deeds,2004; Lavie & Rosen-

kopf,2006)。彼らは企業が一つの活動だけに集

中した場合、イノベーションが上手く行かず、そ

の解決方法として企業の提携形成においてはその

両方のバランスを保つことが必要であり、吸収と

学習の能力を通じて、企業の最適ポートフォリオ

を構成するのが有効であると論じている。  

これは組織間の協働によるイノベーションの重

要性を論じることであり、協働は他の企業と資

源・知識・能力の共有と補完によって共同で新製

品、新プロセス、新組織を作り出せるイノベーシ

ョン手段であるといえる  (De Faria et al.,2010;

Stel,2011)。  

先行イノベーション研究では外部組織との協働

による革新はその主体によって大きく二つの形態

が論じられている。 

第一に、同一産業の複数の企業がその独立性を

維持したまま新たな共同組織を設立し、特定分野、

特に R＆D や製品開発での協働による取り組みに

よる革新を実現することである（Bossink,2002;

呉・劉、2008）。例えば、呉・劉 (2008)は中国

における日台企業の共同事業の発展を柔軟に資本

関係を変えながら相互利益を追求する共創の発展

と捉え、それを支える要因として共同事業間の情

報や知識の共有による「見えざる協調」の仕組み

を明らかにしている。 

第二に、製品革新の主体の多様化に注目すると、

メーカー、サプライヤー、流通企業、消費者とい

う多様な主体が新たな市場機会を創出し、その開

発主体が独立した形ではなく、相互に時間や空間

を共有し、協働しながら製品革新や顧客価値創造



『工業経営研究』 Vol.30 No.1 (2016) pp.21-29 

4 

 

を行うことである（小川、2006；延岡、2011；

Grönroos,2011;川上 ,2012)。例えば、川上 (201

2)は台湾のノート型ＰＣの成長要因として、従来

のＯＥＭ企業からの単なる「情報の受け手」とし

てのＯＥＭ形態から「価値のある情報の提供者」

としてプラットフォーム企業であるインテル社や

ブランド企業との協働による革新のメカニズムを

明らかにしている。 

2.3 研究フレームワーク 

まずはアーキテクチャー論の焦点である設計思

想として、藤本他(2001)と藤本(2003)を踏まえる。

要するに、製品の設計思想には大きな二つがある。

一つは部品設計を相互調整して製品ごとに最適設

計しないと製品全体の性能が出ないというインテ

グラル型であり、もう一つは部品 (モジュール)の

インターフェースが標準化されていて、これを寄

せ集めれば多様な製品ができるモジュラー型であ

る。モノづくりの設計思想は社会における顧客価

値(Grönroos, 2011)まで繋がらないと継続的には

存在しない。したがって、モノづくりの設計思想

からみるとインテグラル的とモジュラー的という

二つの顧客価値に分けることができる。 

次に組織間の協働に関する研究には取引コスト、

資源の相互依存、相互学習、価値創造、信頼関係

論をベースに展開されているが、企業と外部主体

と関わる協働による革新の実現については具体的

な研究成果はまだ少ないのが現状である。協働の

形態には分業型協働が古くて新しいものであり、

主に取引コストと資源の相互依存によるものでも

あり、グローバル化の基礎にもなっている。ここ

での協働はモノづくりを上手く行なうために、組

織間や製品機能間の役割を分担する分業型と、独

立する企業が共同組織を作り、共同運営によって

新製品や新生産プロセスを創出する共同イノベー

ション型とに分けられる。本稿では組織間の協働

によって革新を実現する意味で、後者の協働を共

創と概念化し、モノづくりの協働の形態を分業型

と共創型に分けることにする(Bossink,2002;呉・

劉、2008)。 

以上の台湾のモノづくり革新の特徴と先行研究

に基づいてモノづくり革新のフレームワークを図

１のようにまとめることができるだろう。これま

でブランド企業やプラットフォーム企業と機能的

分業で連携し発達してきていた台湾企業の位置は

類型Ⅰ、要するにＯＥＭとＯＤＭに属しているの

が多いと見られる。現在進行中の台湾におけるモ

ノづくり革新は既存のモジュラー寄りという設計

思想によって発達したと考える一方、組織の内外

による協働はこれまでの分業型協働から共創型協

働へ（類型Ⅱ）と発展して行き、それによって顧

客価値を能動的に創出して行くとわれわれは見て

いる。 

Ⅰ Ⅱ

ⅢⅣ

企業間協働の形態

機能的分業 価値創造の共同

イ
ン
テ
グ
ラ
ル
的

モ
ジ
ュ
ラ
ー
的

設
計
思
想
か
ら
見
た
顧
客
価
値

 

 

３．事例研究：台湾の自転車とパナソニ

ックのＰＣ事業 

3.1 事例研究の対象と方法 

事例研究の対象は、台湾の自転車の組立メーカ

ーとその部品サプライヤーからなる企業ネットワ

ーク台湾自転車 A-Team 及びパナソニックＰＣ事

業部の台湾拠点である台灣松下電腦(Panaso-  ni

c AVC Networks Taiwan Co., Ltd. 、以下   PA

VCTW と略称)である。 

台湾自転車 A-Team は巨大機械（GIANT）、

美利達（MERIDA）という 2 社の組み立てメーカ

ーと 19 社（2014 年現在；2002 年の結成当初は

11 社）の部品サプライヤーからなる。本研究は

この 12 年間、継続的に観察したものであり、基

本的には劉・原(2006)、Liu & Brookfield    (20

07)と劉＆Brookfield(2008)をベースにして追跡

したものである。 

PAVCTW については、10 年間の継続的な研究

図 1  モノづくり革新のフレームワーク 
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によるものであり、劉・魏(2008)をベースにして、

2012 年は神戸工場、2013 年と 2015 年には台湾

工場を訪問し台湾拠点における激しい変化を観察

し、インタビューしたものである。  

3.2 台湾自転車 A-Team 

台湾の自転車組立メーカーは、2000 年までは

比較的ローエンドの市場に照準を当ててきた。そ

して、コア部品に関しては先進国の部品メーカー

から購入し、それらと国内サプライヤーから購入

した他の汎用部品と共に、汎用のフレームに取り

付けることによって製品を仕上げるという典型的

なモジュラー・オープン型のビジネスをしていた。 

ところが、1987 年の輸出ピークを経て、1990

年代半ばに入り、中国大陸における自転車生産の

規模が拡大するにつれて、台湾の自転車企業は、

泥沼の価格競争に陥り始めた(陳、2003）。2000

年になると、大陸製の自転車の輸出台数は台湾の

それを上回るようになった。 

こうした危機を認識した台湾自転車産業のリー

ダー的存在であった巨大機械のＣＥＯである羅祥

安氏と美利達の総経理である曾崧柱氏がトップ会

談を行い、2002 年 12 月にこの二大組立メーカー

と台湾の部品サプライヤー11 社からなる A-Team

を結成した。これは、巨大機械が 2000 年から導

入してきたトヨタ生産システムを制度的に定着さ

せようとするものでもあり、台湾経済部工業局が

仲介し、台湾のトヨタ系自動車企業である國瑞汽

車の指導の下でサプライヤーのネットワーク構築

を目指すものであった。その目的は、巨大機械の

羅祥安氏によると、｢A-Team の狙いは、競争と

協調のジレンマを打破することである。既存の人

材や、技術、産業ネットワークを活用し、高付加

価値・差別化戦略に取り組むことによって、低コ

ストによる競争優位を擁する中国大陸の自転車産

業との棲み分けを達成しようとするものである。

また、将来の目標には製造能力の強化、共同開発、

共同マーケティングの模索などを含んでいる。A-

Team はバリューチェーンにおける川上の研究開

発と川下のマーケティング分野の付加価値創造を

通じて中間の製造活動の付加価値をも向上させよ

うとする。｣というものであった。ここから、わ

かるように、A-Team の目的は、組立メーカーと

サプライヤーとの企業ネットワークを基礎として、

競争優位の源泉を低コストから高付加価値による

差別化へとシフトさせることであった。  

こうして生み出された A-Team は、常に連携し

て自転車の開発と生産をおこなう企業グループで

はなく、その中の一部の企業が、都度、共同開発

や生産の分業を行うゆるやかな連合体である。系

列化はされておらず、二社の組立メーカーを中心

として共同開発や生産のネットワークが組まれる。

そこでは二つの大きな特徴が生まれた。一つはプ

ラットフォーム・リーダーから重視されること。

特に、台湾で製造拠点をもたないシマノは巨大機

械や美利達との情報交換が一層綿密になったよう

に見られている。もう一つは A-Team メンバー外

の企業も加えられることもあり、A-Team は共同

開発と生産のためのいわば重要なインフラストラ

クチャーになってきている。 

2009 年に美利達のトップである曾崧柱氏が二

期目の会長になり、そして 2014 年には協力メー

カー大手のチェーンメーカーＫＭＣ (桂盟国際)の

董事長吳盈進が三期目の会長になっている。  

A-Team の精神を継承するだけでなく、初期  

A-Team の実質を超える新しい発展が見られてい

る。 

第一に、アウトドアやパフォーマンスという新

しい提案による市場の開拓。中国などの海外拠点

で生産している製品との差別化でもあり、より付

加価値の高い製品へ移行していくことである。ま

ずはアウトドアという概念を提唱し、ライフスタ

イルに合わせる顧客価値を開拓している。更に、

乗る感覚や爽快感を表現するパフォーマンスを高

め、次々と提案し、新しい顧客を創造して行く。 

第二に、情報システムをいかしたサプライチェ

ーンの密接な繋がり。企業間の連携を強めること

が大きな特徴であり、相互間の今後の生産計画を

見える化することによって無駄をより多く取り除

くようになっている。このネットワークは当初 A

-Team における企業間のカンバン方式から始めた

が、現在では自転車企業間の取引や日常管理にま

で広げている。要するに、情報システムの飛躍的

な発展と普及をいかし、過去のデータを基に需要

予測から生産計画までを練り上げるのみならず、

実際の販売データから需要動向を分析して商機を

逃さず、生産や経営の無駄を徹底的に省き、繫が

るように努めている。かつて A-Team を支援して

きた自動車企業の関係者によれば、自転車企業間

の情報システムによる連携は完全に自動車のそれ
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を超えており、今後は逆に勉強すべきだと言って

いた。 

第三に、A-Team にはできないことを探って補

完していくこと。A-Team の産業全体に対するプ

ラスの影響を享受する一方、より深く擦り合わせ

や学習をするために、組立メーカー個別の協力会

を新たに立ち上げる動きが巨大機械には見られる。

また、2014 年に巨大機械、美利達及び A-Team

のメンバーではないシマノがチェーンメーカーＫ

ＭＣに対する出資を行なったことが示しているよ

うに、より広くなる戦略的提携の動きは A-Team

の枠を超えている。 

12 年間を経ても成長の勢いは止まらないと見

られている（図 2）。上記の三つの新しい変化に

はこうした台湾型モノづくり革新における組織間

のインタラクションを更に広げることも考えられ

る。つまり、1)価値の創造から顧客創造への深化。

2)情報システムや資本による連携について個別企

業のサプライヤー・ネットワークの強化からシマ

ノのようなプラットフォーム・リーダーまでを含

くむ既存ベースの多様な活用までの動きが見られ

る。そして 3)両者のインタラクションと見られる

共創型協働が多岐にわたって行なわれるようにな

っている。 

 

 

 

3.3  PAVCTW  

ＰＣは標準部品を組み立てることで製品として

完成させることができ、しかもそのモジュールは

市場から簡単に調達できるというコモディティ化

が一般的に見られている。台湾企業はかつて受託

生産を中心として世界最大の生産基地となってい

たが、2005 年に最後の組立工場を閉め、すべて

の工場を中国へ移転して行った。それと共に、    

2010 年以降、受託生産を受けているＥＭＳメー

カーの利益率は減っていて 3－4％だと言われて

いる。市場規模は巨大で拡大し続けてはいるが、

2000 年代に入り台湾では生き残れなくなったし、

2010 年頃からは中国内陸かベトナムへの移転を

余儀なくされている。 

ところが、ちょうど台湾の組立メーカーが海外

へ一斉に移行している最中に、そうした流れに抗

しているメーカーがある。パナソニックの台湾拠

点である PAVCTW は台湾の生産を 2005 年から

拡大し、2014 年には神戸工場を超えている。パ

ナソニックはＰＣ事業を 1996 年に再構築してレ

ッツノートを本格的に市場に導入した。その後、

海外法人向けのタフブックを加え、「軽量、頑丈

とバッテリーの駆動時間に開発の焦点を絞る」戦

略で再参入し、約 15％の利益率を維持している。

本稿は、最近十年間で成長しつつあり、パナソニ

ックのＰＣ事業にとって欠くことができない PA

VCTW に焦点を当てて分析する。 

パナソニックのＰＣ事業における顧客価値創造

には、モバイルに特化するフォーカス戦略 (加護

野、2014)と製品開発は日本の守口工場で行ない、

製造は神戸工場と台湾工場で行なうグループ内製

の戦略が大きな特徴である。劉・魏(2008)によれ

ば、パナソニックは既存の部品モジュールメーカ

ー、たとえばＣＰＵ、カバー、液晶パネル、バッ

テリー、メインボードなどをベースにした企業間

の擦り合わせによって差別化を作り出している。

その中でも、プラットフォーム・リーダーのイン

テルの協力による小型化したＣＰＵには大きな意

味が見られる。トップ水準の製品を出すことは日

本を代表するパナソニックしかできず、差別化が

生まれる本格的な共創型協働の構図にもなってい

る。 

2015 年現在、PAVCTW は社員 193 名(内日本

人 6 名)、派遣社員約 700 人を擁している。日本

人社員は商品の企画や設計に沿ってモノづくりに

対する繊細さを台湾拠点に伝承するという役割が

輸出台数 

(千台) 

輸出額 

(千万台湾ドル) 

平均単価 

(台湾ドル/台) 

 図２ 台湾自転車の輸出、生産高と平均単価 

資料：台湾自行車輸出同業公會の資料により

筆者作成 
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大きく、自社開発、自社生産、自社サポートが、

他社にはない強みを維持する伝教師にもなってい

る。実は台湾拠点への移転は最初から順調には行

かなかった。2006 年に大きな品質問題が起こる

こともあった（黃亦筠、2014）。「品質元年」

と掲げ、日本の技能を移転するのみならず、顧客

を現場に頻繁に案内し、現場の人々に品質の要求

と顧客価値との関連を肌で感じるようにしている

そうである。他方、PAVCTW の中山雅之総経理

が頻繁に台湾の協力メーカーを訪問し、同じよう

な考え方を綿密に伝えている。 

優秀な現地のスタッフを育成していくため、台

湾の一流企業並みの人事的インセンティブシステ

ムを採っているのみならず、派遣社員にも 10 段

階までのインセンティブを付けている。「日本人

の慎重さと違って、現地の従業員は欲が深く、挑

戦的であり、責任を与えたり、それなりのインセ

ンティブを与えたりしている」と中山雅之氏が言

う。 

PAVCTW は過去約 20 年間のフォーカス戦略を

継承する一方で、モノづくりからみれば革新的な

やり方も多く見られる。特に協働の形態から見れ

ば少なくとも次の二つの特徴が見られる。要する

に、企業内における部署間や拠点間の共創に加え

て、外部の部材協力メーカーとの共創、そして顧

客との共創が見られる。 

第一に、台湾のクラスターをフルに活用。PAV

CTW は新北市にあり、その周辺は IT 産業の組立

メーカーと部品メーカーの本社が揃っている。

「足りないことは頑丈、防滴などの機能だけで、

吸収と学習の能力は抜群だ」と PAVCTW の中山

氏は言う。要するに、パナソニックの技術移転で

これらの機能を十分に満たすし、内部で設計した

部品を台湾の部品メーカーとのすり合わせと調整

が十分に可能になることでモジュラー的顧客価値

を最大限に創出している。「特に高輝度性で反射

しないタッチ型ＬＣＤに関する約 4 社の部品メー

カーは最近の新製品に大いに貢献している」と中

山氏が事例を上げる。 

第二に、顧客に完成度の高い商品づくりを実現。

法人顧客を対象とする PAVCTW は「売って終わ

り」の関係とはせず、「売った時が関係の始まり」

という顧客との関係性を重視する。たとえばコン

フィギュレーション (configuration)という製造

プロセスの最後の部署は実は顧客専用ソフトなど

の最終調整であり、顧客へ届けると直ぐに使える

というサービスでもある。8 時間から 24 時間にも

なる高い信頼関係が要求されるソフトウェア入力

作業をすることで顧客をバンドリングしていると

も言える。台湾でも日本と同じ程度のことを行な

うことが可能だそうである。 

以上の分析の中で、台湾という場所の優位性が

明らかである。中山氏によれば「台湾と日本と結

ぶと、とにかく非常に強い。お互いに裏表が無い

から、目標に専念して向かうことができる」。ま

た、部材メーカーの本社と開発と試作を行なうこ

とができるのみならず、部材の調達も台湾が最も

多く、次は中国にある台湾系企業である。こうし

た物心両面にわたる台湾拠点の優位性をいかし、

2018 年パナソニックの 100 周年の記念事業とし

て、また、国際調達センターとして台湾拠点を再

構築し、日本本社へ貢献するという戦略目標を掲

げて邁進しているそうである。要するに、かつて

のシンガポール拠点の役割が台湾に代わって行く

ことである。 

今後も差別化のできるビジネスシステムを日台

連携で十分に答え得ると中山氏は見ている。こう

した台湾における強さを裏付けとして PAVCTW

成長の推移とパナソニックに占めるシェアは図３

の通りである。 

 

 

 

生産 

台数 
シェア 

台数(万) シェア(%) 

図３ パナソニックＮＢにおける台湾拠点の生産

台数とシェア 

資料：PAVCTW の資料により筆者作成 
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PAVCTW で見られる台湾型モノづくり革新の

特徴は次のようにまとめられる。すなわち、1)特

定の顧客にフォーカスし、バンドリング戦略によ

って顧客価値を継続に創出し、そのために 2)少数

の新加入者を含めて、既存の部品や技術を提供す

る協力メーカーと顧客とを価値創造のプロセスに

引き込み、そして 3)両者のインタラクションと見

られる非常に多い共創型の協働が行なわれるよう

になっている。 

3.4 事例研究の要約 

本稿では、モノづくり革新のフレームワークを

提示する上で台湾自転車 A-Team とパナソニック

のＰＣ事業部台湾拠点の事例研究を通して台湾型

モノづくり革新の特徴を明らかにした。それによ

れば、台湾型モノづくり革新とは、グローバルな

アウトソーシングの受け手やクラスターによる生

産ネットワークから積み重ねた既存のモジュラー

寄りの設計思想によって発達したものであり、組

織内外による共創型協働によって顧客価値を創出

して行くことである。強い危機感から始まり、顧

客価値を持続的に創出するため、様々な組織内外

の協働の形態は分業型協働から共創型協働へ発展

して行くのが大きな特徴である。台湾型モノづく

りの特質には以下の 5 点が挙げられる。 

(1)既存の標準部品やモジュールの提供者、プ

ラットフォーム・リーダーとの調整によって、モ

ジュラー的顧客価値を高める共創型協働が見られ

る。オープン的でありＯＥＭやＥＭＳで培った組

織能力をいかすことができる。 

(2)一部の要素部品のサプライヤーとの擦り合

わせと調整はクローズド的に行なわれ、差別化を

生む本格的な共創型協働が見られる。顧客価値の

基礎を形成することができるため、維持されやす

い。 

(3)新規顧客を創造したり既存顧客をバンドリ

ングしたりして、オープンからクローズドへと発

展して行くように信頼関係によるコスト削減ので

きる共創型協働が見られる。継続すればするほど

価値が高くなる。 

(4)環境は絶えず変化しており、顧客価値を継

続して創るためには、各々の企業の製造システム

や企業間のサプライヤー・ネットワークを一体化

する進化や相互学習による進化が不可欠である。

その際、取引開始のチャンス(オープン)を与えた

り、綿密なインタラクション(クローズド）が行

なわれたりするダイナミックで半強制的な相互学

習を伴う共創型協働が生まれる。 

(5)以上の四種類の共創型協働は組織能力によ

って制約される。その際、コアコンピタンスだけ

ではなく、柔軟な対応、学習と吸収、協働と提携

などの能力が必要である。台湾ではこうした能力

が比較的日常的に育成されているように見られる。 

 

４．まとめとインプリケーション 

台湾企業のモノづくり革新は現在進行中ではあ

るが、本稿はアーキテクチャー論と組織間の協働

論から台湾モノつくりの革新の発展形態と意義を

明らかにした。 

以上の二つの次元に基づいて、本稿は自転車と

ノート型ＰＣの開発・生産に関する事例研究を行

い、そこから二つの革新形態を導き出した。  

第一は、競争企業をも含め、企業のサプライチ

ェーン全体に関わる組織との生産・開発コンソー

シアム形成とモジュール設計・生産による新製

品・新プロセス・新市場を作り出す共創である。  

第二は、部品企業との緊密なコミュニケーショ

ンとモジュールの設計と生産によって新製品開発

を行い、高い顧客価値を実現する共創である。  

両事例の分析結果からすれば、台湾のモノづく

り革新はＯＥＭなどを中心にモジュール型の設計

思想による収益重視のモジュール・分業型から出

発したが、外部企業との協働、特に日本企業との

提携、共同事業、ＯＤＭなどの協働を通じて、日

本型のインテグラル的設計思想を学習し、内部の

みならず外部顧客を含めたインテグラル的設計思

想を吸収し、そのインテグラル的要素を企業のモ

ノづくりに活用・展開・還元し、現在の「共創型

のモノづくり革新」へ発展してきたと解釈できる。

（図 4） 

要するに、台湾企業は以前から独立組織が専門

機能を持ち、外部の企業と機能的分業を行なって

成長してきた。それはＯＥＭとＯＤＭを中心とす

る生産に特化し、モジュラー的モノづくりに適し

ていた。しかし、こうしたＯＥＭ・ＯＤＭは人件

費の高騰と中国企業の成長に伴い、すでに限界に
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直面し、顧客の価値に基づく高機能の製品開発の

必要に追われるようになった。こうした背景で長

い間持続した日本企業との提携を通じて、インテ

グラル的生産思想や生産革新方法を吸収、学習し、

外部の企業、つまりブランド企業、プラットフォ

ーム企業、部品企業、競争相手などと協働による

革新を実現する共創型のモノづくりへの転換が図

られるようになったと考えられる。  

 

Ⅰ Ⅱ

ⅢⅣ

企業間協働の形態

機能的分業 価値創造の共同

イ
ン
テ
グ
ラ
ル
的

モ
ジ
ュ
ラ
ー
的

設
計
思
想
か
ら
見
た
顧
客
価
値

 
 

その意味からするとアーキテクチャーが固定的

ではなく、協働を通じた外部資源の利用によって

アーキテクチャーが相互影響しながら、動態的に

発展していくことが分かる。 

最近のオープン・イノベーション論(Ches-  

brough et al., 2006)では、外部企業との協働に

よる革新の実現が注目されているが、本稿で提示

した台湾の共創型モノづくりは自社単独ではなく、

外部組織との協働による製品開発と生産革新を実

現しようとするオープン・イノベーションの実現

形態としての意義を持つ。 

次にこれまでの組織間協働を通じたイノベーシ

ョンに関する研究では、特定産業レベルの分析は

多く行われている（Rothaermel & Deeds,2004;

Lavie & Rosenkopf,2006）が、個別企業間の協

働による革新、組織間の協働能力については具体

的な研究成果が少なかった。本稿で提示した相反

する生産思想を上手くまとめ上げるしなやかな協

働能力は注目に値するものであり、特に顧客と協

働で価値創造する共創能力（Co-innovation/  c

reation competence)は新しい協働の形態として

注目すべきであろう。 

以上の理論的・実践的意義を踏まえると、連携

や協働による革新を実現する「共創型モノづくり」

は過去 20 年間、インテグラル的モノづくり能力

に優れながらも、それを顧客価値に結びつけるこ

とが出来なかった日本企業に示唆する点は多いと

思われる。というのは、台湾型モノづくり革新の

原理がインテグラル的な生産思想や TPS などの

日本企業の良さを含むことは明らかであり、これ

からは日本企業の良さを如何に活かして行くかが

極めて大事であるからであろう。 

 

注１：たとえば吉原[2014]は日本企業のグローバル化

の進行過程を見て「消えていった日本的特徴」

と提起し、これに榊原・青島[2015]は反論して

おり、活発な議論が起こりそうである。 

 

注 2：1999 年から始まった台湾産業研究ＭＯＯＫ（遠

流出版）はその代表だと見られる。当初、年に

四号発行する予定であり、好評を受けていたに

もかかわらず、2008 年まで合計八号しか発行し

ていない。 
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